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食品産業における子供市場に関するマーケティング論的研究


















































































　アムステルダムに本部を置くESOMAR（European Society for Opinion and Marketing Research、
ヨーロッパ世論・市場調査協会）は「子供と若者に対する調査ガイドライン1）」の中で子供を
次のように定義している。子供とは13歳以下、若者とは14歳～ 17歳としている。また、オン
ライン調査の際、参考とされることの多いアメリカのCOPP（Children’s Online Privacy Protection 
Act、児童オンラインプライバシー保護法2））によれば、子供を 13 歳以下と定めている。
























　1999 年 9 月、フルタ製菓株式会社から発売されたチョコエッグは翌年の 2000 年には、日本


























乳幼児 0歳～ 3歳  4,719,000 人  3.7％
保育園・幼稚園児 4歳～ 5歳  2,389,000 人  1.9％
小学生児童 6歳～ 12 歳  8,634,000 人  6.8％
中学・高校生徒 13 歳～ 17 歳  7,178,000 人  5.7％
専門学校・短大・大学・大学院生 18 歳～ 24 歳 11,462,000 人  9.0％

















出荷金額ベースで前年度比 104.0％の 1 兆 9,452 億円であった。2015 年度は同 102.0％の 1 兆




















　まず、菓子・デザート総市場規模の推移は 2011 年度 2 兆 543 億円、2012 年度 2 兆 1,096 億
円、2013 年度 2兆 1,423 億円、2014 年度 2兆 1,423 億円、2015 年度 2兆 2,216 億円、2016 年度
2兆 2,655億円（予測値）となっている。さらに、玩具菓子を含む流通菓子市場規模の推移では




























　日本のプロ野球界を振り返れば、1973 年の巨人不滅の V9 達成にはじまり、1979 年伝説の
「江夏の 21 球」、1985 年阪神 21 年ぶりの「優勝」、1994 年当時オリックスのイチローが 210 安
表 2　菓子市場規模推移









































































































































































































































は全体で 25兆 1,816 億円であり、うち大きく分けて給食主体部門と料飲主体部門がある。前者
図 3　1999 年に発売されたチョコエッグ動物シリーズ①（日本の動物）　24 種類
出典：フルタ製菓株式会社ホームページ（http://www.furuta.co.jp/chocoegg/1999.html）






















2015 年度 7 兆 1,384 億円（対前年増減率 5.4％増加）である14）。よって外食産業を広義に捉え
た場合、給食主体部門、料飲主体部門、料理品小売業の 3部門を意味し、その市場規模は総計































外食産業計 240,099 246,326 251,816
/給食主体部門 191,154 195,671 200,181
//営業給食 158,284 162,168 166,249
///飲食店 129,088 132,204 134,965
////食堂・レストラン  91,150  94,348  96,905
////そば・うどん  11,506  11,696  12,373
////すし店  13,551  13,916  14,119
////その他の飲食店  12,881  12,244  11,568
///国内線機内食等   2,496   2,558   2,619
///宿泊施設  26,700  27,406  28,665
//集団給食  32,870  33,503  33,932
///学　校   4,919   4,968   5,079
///事業所  16,878  17,210  17,462
////社員食堂等給食  11,747  11,953  12,131
////弁当給食   5,131   5,257   5,331
///病　院   8,082   8,203   8,207
///保育所給食   2,991   3,122   3,184
/料飲主体部門  48,945  50,655  51,635
///喫茶・居酒屋等  20,798  21,301  21,942
////喫茶店  10,611  10,921  11,270
////居酒屋・ビヤホール  10,187  10,380  10,672
///料　亭・バー等  28,147  29,354  29,693
////料　亭   3,364   3,509   3,549
////バー・キャバレーナイトクラブ  24,783  25,845  26,144
料理品小売業  64,934  67,725  71,384
////弁当給食を除く  59,803  62,468  66,053
////弁当給食（再掲）   5,131   5,257   5,331
















～ 25 歳という年代の若者のコンビニエンスストアを利用の割合が全年代の 47％にのぼってい
る15）。また、すべてのコンビニエンスストアを対象とした利用率は、2015年も伸長し 95.8％と
なった。この直近 5年の利用率の変化をみると、「40 代女性」が 6.8 ポイント上昇し、30 代男














 1） Guideline on Interviewing Children and Young People
 http://www.esomar.nl/guidelines/interviewing_children_99.html
 2） Children’s Online Privacy Protection Act of 1998.
 3） 2017 年 3 月 30 日現在。フルタ製菓株式会社ホームページより。htmhttp://www.furuta.co.jp/chocoegg/
 4） 2017 年 3 月 30 日現在。フルタ製菓株式会社ホームページより。
 http://www.furuta.co.jp/products/toy.html





 6） 2017 年 3 月 30 日現在。矢野経済研究所プレスリリース同ページより。
 http://www.yano.co.jp/press/pdf/1572.pdf
 7） 2017 年 3 月 30 日現在。矢野経済研究所プレスリリース同ページより。
 http://www.yano.co.jp/press/pdf/1572.pdf
 8） 2017年3月30日現在。カルビー株式会社、ホームページより。http://www.calbee.co.jp/maniax/index.html













15） セブン＆アイホールディングス 2015 年度事業概要（投資家向けデータブック）より。
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